
社会情勢の変化に対応した組織体制の見直し方針骨子（案）

❒ 現状と課題

総合支庁の設置から四半世紀が経過する中で、
行政を取り巻く情勢は大きく変化している。

行政を取り巻く
情勢の変化

【交通インフラの整備
充実】

 交通インフラの整備
により、従来の地域
の枠組みを越えた社
会経済活動が拡大

 県職員の移動時間も
大きく短縮

 ＩＣＴやＡＩなどの
デジタル技術の進展
により、行政サービ
スや仕事の進め方が
大きく変化

【災害・感染症リスク
の拡大】

 頻発化・激甚化する
自然災害や新たな感
染症への対応

 県と市町村又は市町
村どうしの新たな協
働の形態の進展（
山形連携中枢都市圏
、東北公益文科大学
の公⽴化、⻄村山新
病院の建設など）

【政府の動き】
 政府においても、複
数市町村による事務
の広域化や県と市町
村との役割分担のあ
り方等の議論が加速

県全体の専門的対応力を高め、知見の蓄積・継承等の観点から、より効果的な機能配置を検討専門化

複数市町村間の広域調整機能、市町村単独では対応困難な場合の補完・協働等のあり方を検討広域化

平時・緊急時を通して権限と責任を適切に整理し、機動的かつ円滑に対応できる執行体制を検討迅速化

県組織の効果的・効率的な事務処理方法等を整理し、県組織体制と市町村との連携・協働を検討最適化

※本庁直轄事務所体制への転換も視野に総合支庁体制を検討

１．県の組織の見直し

❒ 対応の方向性

具体策のイメージ

２．県と市町村、市町村間の連携の再構築

克服すべき
課題

 行政ニーズの多様化
・高度化により、総
合支庁単独での課題
解決が難しくなって
おり、本庁との二重
調整を招くなど構造
的な課題に直面

【広域対応】
 市町村が抱える行政
課題が専門化し、県
には高度な専門的助
言が望まれるととも
に、同種の課題を抱
える市町村間の広域
連携の牽引が期待

【迅速性・機動性】
 近年頻発する自然災
害や新たな感染症等
への迅速かつ全県的
な対応が重要

【マンパワー不足】
 急速な人口減少によ
り、県・市町村とも
に行政のマンパワー
の維持確保が一層困
難になる見通し

 専門的人材・知見による支援
…保健、土木、法令などの専門性の高い分野における県の専門的人材や知見を活用した助言、後方支援

 広域連携の推進（連携コーディネート）
…複数市町村に共通する課題等に対する広域連携の推進

 共同処理の推進
…市町村単独では実施困難な事務の共同化の推進

具体策のイメージ

見直しの視点
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【行政ニーズの高度化】

【自治体間連携の進展】

※県の組織の見直し（市町村連携機能の本庁集約）と連動しながら、本庁において市町村との連
携・協働を総合的に推進する体制を検討

新たな出先機関が担うべき機能・役割本庁が担うべき機能・役割

 法令・制度に基づく高度な判断や専門的知
見を要する業務
→ 補助金、許認可、指導監査 等

 市町村支援を含めた複数地域にまたがる課
題対応や全県的な調整を要する業務
→ 地域振興、産業・観光振興 等

 複数の総合支庁にまたがる業務のうち、標
準化・一括処理による執行が効果的・効率
的と見込まれる業務
→ 補助金、手当等支給 等

 県⺠や関係者に対する⾝近な相談対応等を
要する業務
→ 税務業務、生活保護 等

 地域の実情や関係者との関係性を踏まえた
調整及び現場の状況確認を要する業務
→ 普及指導、用地交渉 等

 緊急時に現場において対応すべき業務及び
地域基盤の保全等に必要な業務
→ 感染症対応、道路・河川等の保全 等

本庁と総合支庁の機能と役割分担の再構築

全県的視点のもと、専門性の確保と集中処理
による効果的・効率的な行政の推進

地域に根差した迅速かつきめ細かな現場対応【デジタル技術の進展】

資料３－１



組織体制見直しに係る検討状況について（全国的な傾向等）

○交通インフラ整備や情報通信技術の進展で、地域単位の枠組みを超えた社会経済活動が拡大
○ライフスタイルや価値観の多様化により、行政に求められる対応が複雑化・高度化
○頻発・激甚化する災害への対応や新型コロナ等の感染症対策等、広域的な危機管理が重要化
○少子高齢化の進展による行政のマンパワー不足が懸念 …【資料３ー３、３−４】

⇒ これら全国的な傾向や他県動向等を参考に、本県組織体制の見直し（あり方の検討）を進める。
併せて、効率的・効果的な機能配置に向け、県本庁と出先機関の業務を精査し、役割分担を再整理する。

＜山形県行財政改革推進プラン２０２５【抜粋】＞（令和７年３月策定）
県人口の急速な減少が見込まれる中で、直⾯する行政課題及び県⺠ニーズ等に迅速かつ的確に対応で
きるよう、県組織等の効率的かつ効果的な機能配置に向けて、業務の必要性を見極めた組織の最適化
や専門性の向上、⺠間との役割分担や市町村との連携等の観点から各種の検証を行いながら、時代に
即したあり方を検討し、必要な組織体制等を整備します。

１．県行政をめぐる社会情勢の変化と課題

２．組織体制見直しに係る全国的な傾向等

○組織体制見直しに係る全国的な傾向、各都道府県の動向について調査
⇒ 複数の都道府県において、人手不足への対応や地域が抱える行政課題への対応等を背景として、
組織体制の見直しが図られている

社会のあり方が大きく変わるとともに行政のマンパワー不足による行政サービスの低下が危惧されるため、
県組織の効率的・効果的な機能配置のあり方を検討していく必要

・地方公共団体の職員数の推移 …【資料３−５】
・都道府県職員の配置バランスの見直し …【資料３ー６、３−７】
・全国の総合出先機関の見直し状況 …【資料３−８】
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⇒ 上記を踏まえ、各地域において県が担うべき行政機能のあり方を整理

本県の出生数の推移

本県の2024年の出生数は4,699人で初の5,000人を下回り、2000年の10,919人[R8：26歳]と比較して半減し
ており、社会への人材供給自体が今後更に減少することが確実となる中で、県職員の確保は今以上に困難と
なることが想定される。

半減

R８：2６歳

1965 年から2005 年までの約40 年間で出生数は半減
2005 年から2024 年までの約20 年間で出生数は半減
本県の出生数の減少は加速度的に進行

資料３ー３



⇒ 上記を踏まえ、各地域において県が担うべき行政機能のあり方を整理

本県職員（大学卒業程度・行政職）採用者数・受験者数の推移

本県の職員について、職員の年齢構成により、今後１０年程度は必要採用者数の増加が見込まれ、また、少
子化の進展、過去の推移を踏まえると、今後も受験者数の減少が見込まれるため、人口減少の影響による人
手不足問題が深刻化する恐れがある。
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直近10年の平均受験者数（約310人）

職員の年齢構成により、今後10年程度は、

必要採用者数が増加する

少子化の進展、過去の推移を踏まえると、

今後も受験者数の減少が見込まれる

大卒行政・採用者数

大卒行政・受験者数

※必要採用者数は、職員体制を現行のままとした場合の推計
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総務省資料：「令和６年地方公共団体定員管理調査結果の概要」【抜粋】

地方公共団体の職員数の推移 資料３ー５



都道府県職員の配置バランスの見直し（２００１ → ２０２３） 資料３ー６
2001年(H13年)時点の本庁と出先機関の職員数を基準として、
2023年(R 5年)時点のそれぞれの職員数の増減をプロット化

兵庫県

⻘森県

香川県

大阪府

新潟県

秋田県

山梨県

岡山県

山口県

徳島県

熊本県

岐阜県

北海道

広島県
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山形県

京都府
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高知県

宮崎県
福島県
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本庁と出先両方の職員が減っている団体

20団体
本庁の職員が増え、出先の職員が減っている団体

25団体

資料：「都道府県の行政組織・所掌事務および職員数調べ」を基に作成

2001年(H13年)〜2023年(R5)の期間中、全国的に職員総数が減っている中で、本庁の職員を増やしている
団体は約６割の25団体（25/45団体）となっている。



山梨県

新潟県

三重県

岩手県

石川県

山形県

福島県

兵庫県

和歌山県

宮城県

鹿児島県

宮崎県
⻘森県

佐賀県

茨城県

香川県

熊本県

岐阜県

高知県

⻑崎県
福岡県

北海道

山口県

京都府

静岡県

富山県

徳島県

奈良県

鳥取県

大阪府

島根県

秋田県

群馬県

愛媛県

大分県

愛知県

千葉県

⻑野県

広島県

福井県

滋賀県

岡山県
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本庁の職員が増え、出先の職員が減っている団体

19団体

資料：「都道府県の行政組織・所掌事務および職員数調べ」を基に作成

都道府県職員の配置バランスの見直し（２０２０ → ２０２３） 資料３ー７

2020年(R2年)〜2023年(R5年)の直近４か年においては、本庁の職員を増やしている団体は約８割の
34団体（34/45団体）となっている。

本庁と出先両方の職員が増えている団体

15団体



京都府 （H16設置）

H16.5 ４広域振興局
※京都市内は本庁所属

青森県 （H19設置）

H19.4 ６地域県民局
R7.4 各事務所（本庁所属）へ

移行

岩手県 (S61設置）

H18.4 12地方振興局
⇒ １広域振興局

＋６地方振興局
H22.4 ４広域振興局
R6～ 組織見直しを検討

秋田県 （H15設置）

H24.4 ８地域振興局を維持しつつ
総合県税事務所を設置
（本庁所属）

R6～ 組織見直しを検討

千葉県 （S39設置）

H16.4 支庁（総合出先機関）
⇒ 県民センター、各事務所

（本庁所属）

： 総合出先機関を設置している団体 １７団体
(≒保健、福祉、農林、土木等の事務所機能

が地域ごとに一本化されている団体)

： 総合出先機関を設置していない団体 ３０団体
(≒保健、福祉、農林、土木等の事務所機能

が本庁所属となっている団体)

山梨県 （H13設置）

H18.4 地域振興局（総合出先機関）
⇒ 地域県民センター、各事務所（本庁所属）

三重県 （S51設置）

H18.4 県民局（総合出先機関）
⇒ 県民センター、各事務所（本庁所属）

（ ： 一部地域を本庁所属の各事務所としている団体 ４団体）

（ ： 本庁所属の各事務所に戻した団体 ６団体）

広島県 （H13設置）

H21.4 地域事務所（総合出先機関）
⇒ 各事務所（本庁所属）

徳島県 (H18設置）

H18.4 各事務所（本庁所属） ⇒ 総合県民局（総合出先機関）
※ 徳島市を含む東部地区は本庁所属

滋賀県 （H13設置）

H21.4 振興局等（総合出先機関）
⇒ 各事務所（本庁所属）

鳥取県 （H15設置）

H25.4 ５総合事務所（総合出先機関）
⇒ ２総合事務所＋各事務所

（本庁所属）

福井県 （H8設置）

嶺南振興局＋各事務所
（本庁所属）

全国の総合出先機関の設置状況等（R7.4現在） 資料３ー８


